
 

＜企業リスクが増大している最近の状況を反映して＞ 

担当者が実務で迷わない 
具体的事例で学ぶ 下請法 解説セミナー 
～下請法の基本的事項を理解している実務担当者を対象に徹底解説～ 

～下請法の規制の対象取引・親事業者の義務・親事業者の遵守行為 に関する事例問題ほか～ 

法務、監査、購買、営業部門等のご担当ならびに上記テーマにご関心のある方 

３２，４００円（本体価格 ３０，０００円） 

３５，６４０円（本体価格 ３３，０００円） 

 きっかわ法律事務所  パートナー弁護士    村田 恭介 氏 

●日 時●２０１９年 ５月２８日（火） １３：３０～１７：００ 

●会 場●企業研究会セミナールーム（東京・麹町） 

具体的事例で学ぶ 下請法 解説セミナー 191027-0303 

（税込み、資料代含む） 

●ご参加頂きたい方● 

〔講師略歴〕 

1995 年弁護士登録。1984 年関西学院大学法学部卒業、2001 年神戸大学法学研究科博士

課程修了、法学博士（経済法）。弁護士登録当時から数多くの独禁法事件を手がける。ま

た、実務家でありながら独禁法の研究を長年続け、論文を多数執筆。取扱う案件は、独

禁法（ライセンス契約、取引等）に関する法律相談から審判事件、独禁法訴訟と多岐に

わたっている。主著：「これだけは知っておきたい独禁法」（日本経済新聞出版社）「下請

企業の契約実務」（中央経済社）等 

●開催要領● 

講師紹介 

 



 

● プログラム ● 
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下請法について勉強しようと様々なテキストを読んでいても、教科書的な説明

だけだと実務上、どうしたらいいのかとその具体的対策について途方に暮れてし

まう方も多いかと思います。そこで、今回、下請法の基本的事項を理解している実

務担当者向けセミナーとして開催します。受講者には講演の中で事例問題を考え

て頂き、Ｑ＆Ａ形式で実務上、押さえておくべきポイントを深く理解して頂く事を

目的とします。是非、この機会に皆様のご参加頂くことをお勧めします。 
 
１ 下請法の基本的事項の確認 
・下請法の歴史 
・請法の規制の対象取引（資本区分 取引区分） 
・下請法の規制の対象行為（４つの禁止行為 １１の遵守行為） 
・下請法の特徴（形式的な運用、当事者の意向とは無関係） 
 
２ 下請法の規制の対象取引に関する事例問題 
 ・規格品、標準品に関する事例等 
・商社が関与した事例 
 ・建設業者の適用の可否についての事例 
 ・トンネル会社規制についての事例 
 
設問例① 

 
 
 
 
３ 親事業者の義務に関する事例問題 
・３条書面の記載方法、補充書面について事例 
・５条書面の保管方法について事例等 
 
設問例② 

 
 
 
 
 
４ 親事業者の遵守行為に関する事例問題 
・返品についての事例 
・買いたたきについての事例 
・代金減額についての事例 
・不当な経済上の利益提供についての事例 
・やり直しについての事例等 
設問例③ 

 
 
 
 
５ 違反行為が発覚した場合の対処方法 
・下請事業者からのクレームについての事例 
・公正取引委員会等の調査についての事例 

 

商品カタログに記載されている商品を発注した場合、規格品に関しての

取引であるため、下請法が適用されることはないか。 

下請事業者に発注書面を交付したが、その後、納期日の直前、納品先と

なっている親事業者の倉庫の改築作業が遅れ、納期に納品ができないこ

とが判明した。書面を整えるため、下請事業者の同意を得て、発注書面

を差し替えたいと思うが、問題はないか。 

前記設問例②において、下請事業者が延期された納期まで自社で保管す

ることについて支障はないとの同意を得れば、下請事業者に保管させて

おいても問題はないか。 


